
高知県震災復興都市計画指針（手引書）

改訂の概要
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主な改訂ポイント

• 東日本大震災による津波被害からの市街地復興事業の検証結果に基づく「津波被害からの復興ま
ちづくりガイダンス（改訂版）」、「復興まちづくりのための事前準備ガイドライン」、「事前復興まちづく
り計画検討のためのガイドライン」等に示された新たな知見、事例の追記、時点更新を行う。

• 指針の名称は、高知県大規模災害復興都市計画手引書とする。
 対象とする災害は、震災に限定せず、大規模災害からの復興に関する法律第二条第一号及
び第九号に定義された特定大規模災害等を想定する。

 震災以外の大規模災害からの復興事例等も追記する。
• 編構成は、【被災後の手続き編】と【事前の取組編】とする。
• 「大規模災害からの復興に関する法律」、「高知県事前復興まちづくり計画策定指針」等との位置付
けを整理する。

背景

• 東日本大震災の発災以降、復興期間10年間を経過し「復興・創生期間」が終了。
• 平成28年4月に熊本地震、平成30年6月に大阪府北部地震、北海道胆振東部地震が発生。
• 地震災害以外の大規模災害として、平成30年7月豪雨など、激甚化・頻発化する風水害、平成28年
12月の糸魚川大火（風害）では、密集市街地における大規模火災が発生。高知県においても発生し
うるこれらの大規模災害からの復興まちづくりも念頭に備えておく必要がある。

• 事前の取組として、県（危機管理部）では、「高知県事前復興まちづくり計画策定指針」、「高知県復
興方針（草案）」を策定、市町村では、「事前復興まちづくり計画」策定に向けた取組が進んできたこ
とから、本手引書に基づく取組との調整が必要となった。

高知県震災復興都市計画指針（手引書）【手続き編】【計画編】平成28年３月

高知県大規模災害復興都市計画手引書【被災後の手続き編】【事前の取組編】令和６年８月

名称変更

改訂の背景・着眼点
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想定する災害
対象とする災害は、大規模災害からの復興に関する法律第二条
第一号に規定された特定大規模災害、及び第二条第九号に規定
された政令で指定する非常災害を想定する。
• 南海トラフ地震は、東日本大震災と同等以上の被害が想定されることから、「特定大
規模災害」となることも念頭に置く必要がある。

• 著しく異常かつ激甚な「非常災害」として政令で指定された場合は、災害復旧事業に
係る工事の国等による代行が可能となる。

• 対象として主に南海トラフ地震を想定しているが、近年激甚な災害が頻発しているこ
とを踏まえ、地震以外の大規模災害についても事例等を記載した。

大規模災害からの復興に関する法律
（定義）
第二条　この法律において、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ
による。
一　特定大規模災害　著しく異常かつ激甚な非常
災害であって、当該非常災害に係る災害対策基本
法　第二十八条の二第一項に規定する緊急災害対
策本部が設置されたものをいう。
九　特定大規模災害等　特定大規模災害その他
著しく異常かつ激甚な非常災害として政令で指定
する災害をいう。

著しく異常かつ激甚な
非常災害

特定大規模災害 非常災害

法律の概要
1～5に示す措置等
が適用される

災害復旧事業に
係る工事の国等
による代行

非常災害に指定された近年の事例
• 平成28年熊本地震
• 東日本台風（令和元年台風19号）
• 令和2年７月豪雨
• 令和6年能登半島地震

• 特定大規模災害が発生した場合は、被災市町村
において法に基づく復興計画の作成等が行われ、
計画に沿って復興都市計画事業等が進められる
こととなる。

• 政令に基づく非常災害に指定された場合等にお
いても、法に基づく位置付けではないものの、被
災市町村において復興計画の策定と復興都市計
画事業等が実施されていることから、これらの事
例等も記載した。

緊急災害対策本部の設置 政令で指定
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高知県震災復興都市計画指針（手引書）
　【手続き編】

第１章 高知県震災復興都市計画指針（手続き編）の概要

第２章 第一次建築制限

第３章 第二次建築制限〔または災害危険区域による制限〕

第４章 地区の復興まちづくり

第５章 県・市町村職員行動手順

高知県震災復興都市計画指針
【計画編】

第１章 高知県震災復興都市計画指針【計画編】の概要

第２章 事前復興計画

第３章 地区の復興まちづくり計画

第４章 震災復興都市計画指針の模擬訓練

第５章 参考文献

高知県大規模災害復興都市計画手引書
　【被災後の手続き編】

第１章 【被災後の手続き編】の概要

第２章 第一次建築制限

第３章 現在位置による復興手続き

第４章 移転による復興手続き

第５章 地区の復興まちづくり

第６章 県・市町村職員行動手順

高知県大規模災害復興都市計画手引書
【事前の取組編】

第１章 【事前の取組編】の概要

第２章
南海トラフ地震事前復興まちづくり計画における市街地等
の復興の位置付け

第３章 災害が起きる前の「事前防災まちづくり」

第４章 手引書に基づく訓練

第５章 参考資料

現行手引書 改訂版

手引書の構成（新旧対照）
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改
訂
版
の
構
成
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メ
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第 ２ 章
南海トラフ地震事前復興まちづくり計画
における市街地等の復興の位置付け
• 高知県沿岸19市町村の津波対策

第 ３ 章
災害が起きる前の「事前防災まちづくり」
• 津波以外の風水害も対象
• 防災・減災を主流化したコンパクトシティ
• 災害リスクの高いエリアからの移転の促
進等

第 １ 章 　【事前の取組編】の概要

第 ４ 章 　手引書に基づく訓練

• 復興都市計画事業の実施手続きの理解と習熟
全体訓練、地区別訓練

第５章　地区の復興まちづくり

第二次建築制限
• 被災建築物等の状況調査
• 特措法第５条及び第７条の適用
（被災市街地復興推進地域の都市計画　
  決定）

第２章 　第一次建築制限

• 被災建築物等の概況調査
• 復興地区区分の検討
• 第一次建築制限区域（案）の申出
• 建築基準法第84条の指定

第 １ 章 　【被災後の手続き編】の概要

高
知
県
大
規
模
災
害
復
興
都
市
計
画
手
引
書

【
被
災

後
の
手
続

き
編

】
現在位置による復興手続き

• 復興都市計画事業の都市計画決定
• 復興都市計画事業の推進

第６章　県・市町村職員行動手順

移転による復興手続き
• 防災集団移転促進事業計画の作成
• 防災集団移転促進事業の推進

災害危険区域による制限
• 被災建築物等の状況調査
• 建築基準法第39条（災害危険区域）の
指定

• 移転促進区域の設定

発  災

事
前
の
準
備

復
興
整
備
事
業
の
推
進

発
災

第 ３ 章 　現在位置による復興 第 ４ 章 　移転による復興
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【 国 】 復興基本方針（法第８条）

【 都道府県 】 復興方針（法第９条）

大規模災害からの復興に関する法律（平成25年６月）

• 復興計画の区域
• 復興計画の目標
• 復興に関しての基本事項・土地利用基本方針
（縮尺２万５千分の１以上の地形図）

• 復興整備事業とその実施主体等
• 復興整備事業と一体になって必要な事業
• 復興計画の期間

高知県復興方針（草案）

南海トラフ地震対策行動計画

高知県南海トラフ地震による災害に強い地域社会づくり条例

事 前 の 取 組

復興に関する事前準備
• 市町村の現状整理と課題分析
• 復興方針・目標
• 復興組織

• 復興業務手順書
• 計画の対象区域・対象地区

事前復興まちづくり計画（案）

• 地区の現状整理と課題分析
• 地区の事前復興まちづくり計画
（縮尺２万５千分の１以上の地形図）

• 事前に取り組む施策・事業の検討

高知県事前復興まちづくり計画策定指針

令和４年度
策定

令和３年度
策定

【 市町村 】事前復興まちづくり計画

市町村

地区

被 災 後 の 手 続 き

【 市町村 】 復興計画（法第10条）

手引書【 事前の取組編 】
▶復興都市計画事業の事前検討、手引書に基づく訓練

被災状況に合わせて
速やかに計画策定

手引書【 被災後の手続き編 】
 ▶手続きのとりまとめ、解説

復興計画の
一部を構成　　　　　　　　　　　　　　　

土 地 利 用 の 検 討

高台移転 現在位置
での面整備

拠点整備 現位置
での復旧

防災集団

移転促進

事業等

津波防災

拠点整備
事業等

津波防災

拠点整備
事業等

災害復旧等

土 地 利 用 の 検 討

現位置
での復旧

拠点整備 現在位置
での面整備

高台移転

災害復旧等 津波防災

拠点整備
事業等

土地区画

整理事業等
防災集団

移転促進
事業等
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国・県・市町村の役割被災後の手続き

• 特定大規模災害を念頭に置いて役割分担を整理

• 非常災害等の場合においても、被災市町村において復興計画の策定と復興都市
計画事業等が実施される場合を想定

• 特定大規模災害に指定されない場合は、法に基づく計画策定等による特別な措
置は適用されない

国

県 市　町　村

大規模災害からの復興に関する法律
平成25年６月

復興基本方針
法第８条

高知県大規模災害復興都市計画
手引書

【都市計画課】

復興整備事業の推進

高知県復興方針
法第９条

【事前の取組編】 【被災後の手続き編】

復興整備事業の
事前検討

手引書に基づく
訓練

土地利用の検討

復興都市計画事業
までの手続きのとり
まとめ、解説

土地利用の検討

拠点整備 高台移転
現在位置
での面整備

津波防災
拠点整備
事業

防災集団
移転促進
事業等

土地区画
整理事業等

復興都市計画事業までの手続き

第一次建築制限

移転による復興　現在位置による復興

移転による
復興手続き

現在位置による
復興手続き

復興計画
法第10条【記載事項】

 復興計画の区域
 復興計画の目標
 復興に関しての基本事項・土地利用基本方針
 復興整備事業とその実施主体等
 復興整備事業と一体になって必要な事業
 復興計画の期間
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【 国 】 復興基本方針（法第８条）

【 都道府県 】 復興方針（法第９条）

大規模災害からの復興に関する法律（平成25年６月）

【記載事項】
• 復興計画の区域
• 復興計画の目標
• 復興に関しての基本事項・土地利用基本方針
（縮尺２万５千分の１以上の地形図）

• 復興整備事業とその実施主体等
• 復興整備事業と一体になって必要な事業
• 復興計画の期間

被 災 後 の 手 続 き

【 市町村 】 復興計画（法第10条）

手続き等を手引書へ整理

土 地 利 用 の 検 討

高台移転現在位置
での面整備

拠点整備現位置
での復旧

防災集団

移転促進

事業等

土地区画

整理事業等

津波防災

拠点整備

事業等

災害復旧等

手引書【被災後の手続き編】

発災後の復興都市計画事業までの手続き

第一次建築制限

• 第一次建築制限区域（案）
の申出

• 建築基準法第84条の指定

• 被災建築物等の概況調査
• 復興地区区分の検討

移転による復興

災害危険区域による制限
• 被災建築物等の状況調査
• 建築基準法第39条（災害
危険区域）の指定

• 移転促進区域の設定

移転による復興手続き
• 防災集団移転促進事業計
画の作成

• 防災集団移転促進事業の
推進

現在位置による復興

第二次建築制限
• 被災建築物等の状況調査
• 特措法第５条及び第７条の
適用
（被災市街地復興推進地域
の都市計画決定）

現在位置による復興手続き
• 復興都市計画事業等の都
市計画決定

• 復興都市計画事業の推進
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手続きのフロー
各章の冒頭に手続のフローを記載（役割分担を明確化）

復興都市計画事業
の推進（市町村）

移転による
復興手続き

現在位置による
復興手続き

防災集団移転促進事業
の推進（市町村）

地区別復興手法の選択（市町村）〔現在位置又は移転〕

復興都市計画事業の
都市計画決定（市町村）

防災集団移転促進事業計画の
作成（市町村）

【現在位置又は移転による復興の事業推進フロー】

第二次建築制限区域（被災市
街地復興推進地域）の都市計

画決定（市町村）

災害危険区域の指定や
移転促進区域の設定
（市町村）

移転
による

復興事業の検討
（市町村）

現在位置
による

復興事業の検討
（市町村）

復興方針の策定（県復興本部）

復興計画の策定（市町村復興本部）

手引書で示す都市計画部署の実施項目 都市計画部署以外の所管部署

第３章 現在位置による復興 第４章 移転による復興

第２章 第一次建築制限

発
災
後
２
か
月
以
内

発
災
後
６
か
月
を
目
途

発
災
後
６
か
月
以
降

発災

被災建築物等の状況調査（市町村）
復興地区区分の再検証（市町村）

※随時、被災情報報告のとりまとめや
市町村への助言・支援、国・県・市
町村間の連絡調整を図る

現地目視調査票・家屋被害の集計表の整理
家屋被害概況図の作成（市町村）

復興地区区分の検討（市町村）

第一次建築制限区域（案）の申出（市町村）

第一次建築制限区域の指定(建築基準法第84条)
第一次建築制限区域の市町村への通知（県）

発災から３日以内

発災から16日以内

発災から18日以内

発災から20日以内

発災から21日以内

発災から１か月以内

【第一次建築制限までのフロー】

復興方針の策定（県復興本部）

平時における事前の準備

被災建築物応急危険度判定調査
現地目視調査（市町村）

被災情報等の収集（市町村）

本章で示す都市計画部署の実施項目 破線 事前の取組

都市計画部署以外の所管部署手引書で示す都市計画部署の実施項目

地区カルテ（密集市街地カルテ）
や基盤整備状況整理

高知県復興方針(草案)
市町村事前復興まちづくり計画

連携

事
前
の
準
備

発
災
後
３
週
間
以
内

発
災
後
１
か
月
以
内

発
災

以降、第３章参照
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知
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【
事
前
の
取
組
編
】

事前の取組に対する現状と課題

高知県大規模災害復興都市計画手引書【事前の取組編】の構成

南海トラフ地震事前復興まちづくり計画における市街地等の復興の位置付け
 土地利用の検討

災害が起きる前の「事前防災まちづくり」
 安全な地域への移転促進

手引書に基づく訓練
 基礎データの事前整理
 復興都市計画事業の実施手続きの理解と習熟

 全体訓練
 地区別訓練

防災・減災まちづくりの推進高知県沿岸１９市町村による南海トラフ地震
事前復興まちづくり計画策定の推進

現

状

課

題

事

前

の

取

組

• 想定される津波災害からの都市の復興を少し
でも早く成し遂げ、地域に住み続けられるまち
づくりを実現

• 災害ハザードエリアにおける防災・減災対策
• 規制・誘導等を総動員した「事前防災まちづく
り」

• 住宅、産業、教育医療等の各分野との連携
• 市街地等に関する復興の事前の取組

• 防災・減災を主流化したコンパクトシティ形成
• 災害リスクの高いエリアからの移転に向けての
取組

• 東日本大震災では、津波災害からの都市の復
興に時間を要し人口減少等の地域課題が加速

• 南海トラフ地震は今後30年間で70%～80%程度
の確率で発生が予測

• 風水災害など自然災害の激甚化・頻発化
• 災害ハザードエリアにおいて人命に関わる災
害が多発

手引書手引書
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【
事
前
の
取
組
編
】

事前復興まちづくり計画と手引書の役割

高知県事前復興まちづくり計画
策定指針

国 県 市　町　村

復興まちづくりのための
事前準備ガイドライン

【国土交通省都市局　平成30年７月】
南海トラフ地震対策行動計画

【南海トラフ地震対策課】

高知県南海トラフ地震による

災害に強い地域社会づくり条例

高知県復興方針（草案）
【南海トラフ地震対策課】

【南海トラフ地震対策課】

事前復興まちづくり計画

復興事前準備の主流化に向けた
取組事例集

【国土交通省都市局　令和４年12月】

市町村　復興に関する事前準備
 市町村の現状整理と課題分析
 市町村の復興方針策定
 復興組織づくり
 復興業務手順書の作成
 対象地区の選定

地区　事前準備まちづくり計画（案）
 地区の現状整理と課題分析
 地区の事前復興まちづくり計画

 事前に取り組む施策、事業検討

事前復興まちづくり計画検討のた
めのガイドライン

【国土交通省都市局　令和５年７月】

イメージ図　都市の復興

都市
計画

防災
文化
教育

医療
福祉

上下
水道

商工
観光

農林
水産指　針

高知県大規模災害復興都市計画
手引書

【都市計画課】

市町村
総合計画

国土強靭化
地域計画

防災・まちづくりに関する計画

上位計画

【被災後の手続編】 【事前の取組編】

手続きのとりまとめ
解説

土地利用の検討
手引書に基づく訓練

土地利用の検討

拠点整備 高台移転
現在位置
での面整備

津波防災
拠点整備
事業

防災集団
移転促進
事業等

土地区画
整理事業等

手引書に基づく訓練

被災調査から建築制限
都市計画決定等までの行動手順
「事前の準備」の大切さの理解
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